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平成２１年３月３日

総務省総合通信基盤局

料金サービス課

電気通信市場の環境変化に対応した

接続ルールの在り方について
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電気通信サービスの加入契約数の推移

注：０４年６月末分より
電気通信事業報告規則
の規定により報告を受
けた加入者数を、 それ
以前は任意の事業者か
ら報告を受けた加入者
数を集計。

移動電話
(携帯電話+PHS)

固定電話(加入電話+ISDN)

ブロードバンド
(DSL+CATV+FTTH+無線)

ＩＰ電話

固定－移動の
加入契約数逆転
固定：6,219万
移動：6,282万

（2000年11月）

■各種サービスの加入契約数の推移（08.9末現在、単位：万契約）

■ブロードバンド・ＩＰ電話加入契約数の推移（08.9末現在、単位：万契約）
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1,376
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（FTTH） 402

1.3

ＤＳＬ

無線(FWA)

ケーブル
インターネット

1,905
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951

０ＡＢ～ＪＩＰ電話

０５０ＩＰ電話

ＩＰ電話合計

96年12月答申
（第一種指定電気通

信設備制度）

00年12月答申
（第二種指定電気通

信設備制度）



2各事業者（グループ）における固定通信・移動通信事業の割合（０７年度）

ＮＴＴグループ ＫＤＤＩ ソフトバンクグループ （参考）イー・アクセスグループ

固定通信
1,899億円
（16.8%)

移動通信
7,957億円
（70.2%)

その他
1,474億円
（13.0%)

営業収益

☞連結：10兆6,809億円（1兆8,081億円の相殺後※２）

☞連結(特殊要素除く）：1兆1,447億円（117億円の相殺後※２）
☞連結：1兆3,046億円（211億円の相殺後※２ ）

営業利益

12兆
4,889億円

※１

1兆
1,330億円

※１

3兆
6,962億円

※１

固定通信
7,186億円
（19.4%)

移動通信
2兆8,626億円

（77.4%)

その他
1,672億円

（4.4%)

☞連結：3兆5,963億円（999億円の相殺後※２）

3,993億円
※１

移動通信
4,550億円
（113.9%)

その他
90億円
（2.3%)

固定通信
-647億円
（-16.2%)

☞連結：4,005億円（11億円の相殺後※２）

2兆
8,779億円

※１

固定通信
6,288億円
（21.8%)

移動通信
1兆6,309億円

（56.7%)

その他
6,182億円
（21.5%)

3,309億円
※１

固定通信
430億円
（13.0%)

移動通信
1,746億円
（52.8%)

その他
1,133億円
（34.2%)

☞連結：2兆7,761億円（1,017億円の相殺後※２）

☞連結：3,243億円（66億円の相殺後※２ ）

688億円
※１

固定通信
542億円
（78.8%)

移動通信
15.1億円
（2.2%)

その他
131億円
（19.0%)

イー・モバイル
の売上高145億円
電気通信事業以外の
事業の収益を含む

☞連結：676億円（12億円の相殺後※２）

※イー・アクセスの持分法適用関連会社に（07.5.31～）

固定通信
123億円
（153.5%)

移動通信
-42億円
（-52.7%)

その他
-0.6億円
（-0.7%)

☞連結：71億円（10億円の相殺後※２）

80億円
※１

イー・モバイル
の営業利益
-382.1億円

電気通信事業以外の
事業の収益を含む

固定通信は、「地域通信事業」・「長距離・国際通信
事業」、移動通信は、「移動通信事業」、その他は、
「データ通信事業」・「その他の事業」に係る営業収
益又は営業利益を算入

固定通信は、「固定通信」、移動通信は、「移動通
信」、その他は、「その他」に係る営業収益又は営業
利益を算入

固定通信は、「ブロードバンドインフラ事業」・「固定
通信事業」、移動通信は、「移動体通信事業」、その
他は、「インターネット・カルチャー事業」・「イーコ
マース事業」・「その他の事業」に係る営業収益又は
営業利益を算入

固定通信は、「ネットワーク事業」、移動通信は、
「イー・モバイル」、その他は、「デバイス事業」に係
る営業収益又は営業利益を算入

営業収益 営業収益 営業収益

営業利益 営業利益 営業利益

※ＮＴＴ東西計
3兆9,039億円

特殊要素
1,599億円除く

固定通信
5兆5,325億円

（44.3%)

移動通信
4兆7,118億円

（37.7%)

その他
2兆2,446億円

（18.0%)

※１ 各グラフの中心の値は、セグメント別公表値を事務局にて合算したもの。 ※２ 相殺額は、各社公表値から事務局にて推計したもの。

※ＮＴＴ東西計
588億円



3モバイル市場について

第２世代 第３世代 第４世代

～数十kbps ～384kbps ～14Mbps 25Mbps～ 1Gbps
100Mbps超

３.５世代 ３.９世代

音声中心 インターネット接続 （ADSL同等）音楽、ゲーム、動画等

00年12月答申

（第二種指定電気
通信設備制度）

携帯インターネット
接続サービス

の開始

（2001～） （2006～） （2010～）

３.５Ｇ開始

音声中心を前提

00年11月に固定電話と契約数が逆転したが、
オプショナルな通信手段の位置付けで整理

３Ｇ開始

■１人１台の割合で普及
→生活必需品。ビジネス展開上も重要な基盤

大手三社による寡占状況

新規事業者の参入
（イー・モバイル）

07.3 データ通信
08.3 音声サービス 接続料算定の

透明性向上等
を求める意見

ＭＶＮＯの参入

相互接続に係る
紛争事案の発生
（裁定申請）

NTTドコモ
49.3%KDDI

27.8%

SBM
17.9%

その他
4.9%

NTTドコモ
57.2%

KDDI
21.5%

J-Phone
16.3%

その他
5%

01年度末

08年9月末

：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続

：３Ｇ、３.５Ｇ

：対前年度
増減率

（％）（万加入）



4固定ブロードバンド市場について

■０７年３月付情報通信審議会答申「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について」に基づき、屋内配線等の個別ルールについて

検証するとともに、競争セーフガード制度の運用の中で、第一種指定電気通信設備制度の指定対象・アンバンドル対象等の検証を実施。

事業者別契約数シェアの推移

■ＦＴＴＨ市場

➣市場は拡大傾向。ＮＴＴ東西のシェアも拡大傾向だが、需要予測は下方修正

■ＡＤＳＬ市場

０４年度末 ０８年９月末

０４年度末 ０８年９月末

➣市場は縮小傾向だが、縮小幅は減少気味。ソフトバンクＢＢが首位に

1368万 1197万

1376万289万 NTT東西
57.5%電力系事業者

16.2%

USEN
9.7%

その他
16.7%

NTT東西
73.4%

電力系事業者
10.3%

KDDI 5.5%
USEN 4.1% その他

6.7%

NTT東西
38.1%

ソフトバンクＢＢ
34.9%

イー・アクセス
13.3%

ｱｯｶﾈｯﾄﾜｰｸｽ
9.4%

その他 4.3%

NTT東西
36.3%

ソフトバンクＢＢ
38.0%

イー・アクセス
15.1%

ｱｯｶﾈｯﾄﾜｰｸｽ
7.3% その他 3.3%

最近の接続ルールに関する取組状況

０６年度 ０７年度 ０８年度

「コロケーションルールの見直し等に係る接続ルールの整備について」答申関係

情報通信審議会
答申（07.3)

競争
セーフガード

省令等
改正

約款
変更

事業者間協議 報告・検証

競争
セーフガード

▲
光予測の下方修正

（2010年度：3000万→2000万）

継続検証事項
情
報
通
信
審
議
会
に
諮
問

第一種指定電気通信設備の指定対象、アンバンドル対象等の検証

屋内配線、中継ダークファイバ関係等

ドライカッパのサブアンバンドル等

ＮＧＮ接続ルール
答申（08.3)

光ファイバ接続料
答申・認可（08.6)

▲
光純増数の下方修正

（08年度：340万→280万）



5通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場について

通信プラットフォーム市場
コンテンツ配信市場

■モバイル市場・固定ブロードバンド市場が成熟化する中で、通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場は、今後の市場規模の拡大が予測されている。

（億円）

2006年度 2012年度

B toC EC 40,403 103,234
(156%)

インターネット
広告 3,630 7,844

(116%)

ブログ・ＳＮＳ 88 947
(976%)

オンライン
決済 1,464 3,924

(168%)

情報
セキュリティ 2,843 4,822

(70%)

2006年度 2012年度

モバイル
コンテンツ 3,388 3,909

(15%)

音楽配信 242 880
(264%)

オンライン
ゲーム 1,530 4,580

(199%)

ＶＯＤ 337 978
(190%)

主要電気通信事
業者の売上高 161,741 162,863

(0.7%)

➢主要電気通信事業者の売上高
０６年度は実績値。０７年度以降は００年度から０６年度までの値から推計

➢その他
野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか
ＩＴ市場ナビゲーター２００８年版」（２００８年１月）

「広義のネットビジネス全体市場規模の予測」から作成

※単位：億円
※カッコ内の割合は、

2006年度からの増加率

携帯事業者は、これまで垂直統合型のビジネスモデルで事業展開

０８年３月末から、ＮＴＴ東西のＮＧＮの商用サービス開始

通信プラットフォーム機能のオープン化を求める意見

ＮＧＮ

品質制御機能等のアンバンドルを求める意見

収容
ルータ

SIP
サーバ

中継
ルータ

品質制御機能、回線
認証機能、セッション
制御機能を実装



6

2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
グ
ル
ー
プ
（
新
中
期
経
営
戦
略
）

固定
アクセス網

固定
中継網

移動
中継網

移動
アクセス網

ＫＤＤＩ
（チャレンジ
2010）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ

各事業者の今後の事業展開予定

▲ ▲

光2,000万契約

現行Ｂフレッツエリアに拡大

光サービス
※

収支単黒

３.９Ｇ開始

固定・移動ともにフルＩＰ
ネットワーク基盤を構築 サービス融合・連携の本格的展開

連結ベース
・収益：４兆円
・利益：6,000億円

ウルトラ３Ｇ

固定通信事業の黒字化

ＦＴＴＨ ▲

メタル回線

ＰＳＴＮ

ＰＳＴＮユーザ移行の
概括的展望の公表

ＮＧＮ

既存ＩＰ網
需要対応マイグレーション

計画的マイグレーション

３.９Ｇ開始
（2010年代初頭）

３.９Ｇ開始

マイグレーション終了

連結ベース（07年度）
収益：３兆5,963億円
利益：4,005億円

固定通信事業の
営業利益：-647億円

商用開始

▲

※光アクセス＋ＮＧＮ・地域ＩＰ網

▲

西

▲

東

概ね半数をＮＧＮ収容

【07.4.24】

【08.5.13】

■ＮＴＴグループでは、2010年度に固定網・移動網ともにＩＰ化したフルＩＰネットワーク基盤を構築し、固定網・移動網間のサービス融合・連携の本格的な展開を計画。

網統合を順次計画・実施中 【07.5.8（平成19年3月期 決算説明会）】
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１．第二種指定電気通信設備制度の検証
（１）規制根拠・規制内容の検証
（２）標準的接続箇所やアンバンドルの考え方
（３）接続料原価算定の考え方（適正な原価等）
（４）接続料算定と規制会計の関係

２．ネットワークインフラの利活用
（１）鉄塔等の設備共用ルールについて
（２）ローミングの制度化について

検討項目の概要

■モバイル市場では、携帯電話契約が１億件を突破し、ビジネス展開上・日常生活上の基礎的インフラとしてその重要性が著しく高まっており、固定ブロード

バンド市場では、０８年度第一四半期に、ＦＴＴＨとＤＳＬの契約数が逆転し、ＦＴＴＨが名実ともに主役の地位に躍り出ている。これに伴い、他事業者のネッ

トワークを利用する形態の事業展開も活発化し、これらは、通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場として今後の更なる発展が期待されている。

■本件は、このような市場環境の変化に対応し、電気通信市場における公正競争環境確保の観点から接続ルールの在り方について検討を行うものである。

１．ＦＴＴｘサービス
（１）ＦＴＴＨサービスの屋内配線
（２）ドライカッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲサービス）

２．ＤＳＬサービス
（１）電話重畳型ＤＳＬサービスの事業者名申込み
（２）回線名義人情報の扱い（洗い替え）

３．ネットワークインフラの利活用
（１）中継ダークファイバの空き芯線がない区間でのＷＤＭ装置の設置
（２）中継ダークファイバに係る経路情報の開示

１．通信プラットフォーム機能のオープン化
（１）移動網の通信プラットフォーム機能
（２）固定網（ＮＧＮ)の通信プラットフォーム機能

２．紛争処理機能の強化等
（１）電気通信事業紛争処理委員会の紛争処理機能の強化

（電気通信事業を営んでいるものの、電気通信事業法の適
用除外とされている者に係る紛争事案の扱い）

（２）当該者に関し電気通信事業法上検討すべき課題

Ⅰ.モバイル市場の公正競争環境の整備 Ⅱ.固定ブロードバンド市場の公正競争環境の整備

Ⅲ.通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場
への参入促進のための公正競争環境の整備

１．接続料算定上の課題
（１）逆ざや問題
（２）ビル＆キープ方式

２．固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方
（１）今後の接続ルールとその基となるドミナント規制の在り方を検

討する際の視点
（２）現行の接続ルールやその基となるドミナント規制について今後

見直しが必要と考えられる事項

Ⅳ.固定通信と移動通信の融合時代等における
接続ルールの在り方



8提案募集に寄せられた主な意見①

１．モバイル市場の公
正競争環境の整備

✔第二種指定電気通信設備制度には、第一種指定電気通信設備制度と同様の規制が必要（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ、ＭＶＮＯ協議会等）

✔第一種指定電気通信設備制度とは、規制根拠が異なり、規制内容を同一にする必要はない（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ等）

✔第二種指定電気通信設備制度は、すべての携帯電話事業者に適用すべき（ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ等）

■検討に際し論点となる項目（前ページの検討事項）について、平成２１年１月９日から１ヶ月間、提案募集を実施。その結果、２１件の意見

が寄せられた。主な意見は、以下のとおり。

✔ＦＴＴＨの屋内配線工事は、料金算定根拠が不明であること等、ビジネスベースでの公正競争条件確保には限界（ＫＤＤＩ）

✔屋内配線は、誰でも自由に設置可能であり、現に各社が自由に設置している状況であるため、一種指定設備に該当しない（ＮＴＴ東西等）

✔まずは事業者資産の屋内配線について、早期の転用ルールの策定が必要（ＫＤＤＩ）

✔屋内配線の提供可否等は、利用者の意向によって大きく影響を受ける可能性。まずは屋内配線の利活用に向けた事業者相互の意識

合わせが必要（ＮＴＴ東西、ＮＴＴ持株）

２．固定ブロードバンド
市場の公正競争環
境の整備

✔資源の節約・有効利用・コスト削減の観点から、鉄塔等の設備の共用は率先して行うべき（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ、ＭＶＮＯ協議会）

✔安易に設備共用をルール化した場合、設備競争の後退につながる。設備共用は、原則事業者間協議に委ねることが適当（STNet等）

✔ローミングのルール化は否定しないが、対象を新規参入事業者とする時限的措置であり、全事業者の取組であることの明確化が必要（NTTドコモ）

✔基地局の設置が難しい場合は、市場シェアの高い二種指定事業者に（既存事業者も含めた）ローミングを義務付けるべき（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

✔設備競争の後退につながるため、ローミングは制度化すべきではない（ＳＴＮｅｔ）

✔ＦＴＴＲは、メタル回線の新規需要を創出し、メタル芯線の利用率向上により、ドライカッパ接続料の上昇傾向の緩和が期待（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

✔局舎からき線点までのメタル回線（上部区間）を保守のみの利用に限定しても、上部区間は現に遠隔保守に利用されており、コストも

他形態と同様に発生。ドライカッパのサブアンバンドルは、不要（ＮＴＴ東西、ＮＴＴ持株）

✔アンバンドルに係る紛争事案が発生したこと等から、標準的接続箇所の設置や機能のアンバンドル化が必要（ＭＶＮＯ協議会、ＳＴＮｅｔ等）

✔ボトルネック設備である固定電話と同様のアンバンドル規制を導入する必要はない（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ等）

✔接続料算定の透明性向上の観点から、接続料の算定方法や算定内容の明確化を行うことが必要（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ、ＮＴＴドコモ等）

✔接続料の算定根拠を検証するために規制会計の整理が必要（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ、ＭＶＮＯ協議会等）

✔設備競争が機能している移動体では、設備の非効率性が生じる可能性が小さいため、一種指定設備制度と同様の規制は不要（ＫＤＤＩ等）



9提案募集に寄せられた主な意見②

✔非ブロードバンド地域のブロードバンド化の最大の阻害要因は、中継ダークファイバの空き芯線がないこと。ＷＤＭ既設区間の貸出ルール

の整備が必要（関西ブロードバンド等）

✔中継ダークファイバの空き芯線がない区間について代替手段の提案要望が僅少であり、更に既設ＷＤＭ装置の提供に関する接続ニー

ズも明らかになっていないことを踏まえれば、ルール化は時期尚早（ＮＴＴ東西）

２．固定ブロードバンド
市場の公正競争環
境の整備

✔通信プラットフォーム機能は、指定設備とし、必要な機能のアンバンドル・標準的接続箇所の設置を行うべき（ＭＶＮＯ協議会、ＭＣＦ等）

✔アンバンドルすべき具体的な機能としては、認証・課金、コンテンツ配信、ＰＵＳＨ型サービスに関する機能等がある（ＭＣＦ等）

✔通信プラットフォーム機能は、他事業者が同様の機能で提供可能であり、新たに指定設備とする必要はない。通信プラットフォーム機能

のオープン化は、規制として導入するのではなく、ビジネスベースを基本とすべき（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ等）

３．通信プラットフォーム
市場・コンテンツ配
信市場の参入促進
のための公正競争
環境の整備

✔ＮＧＮの認証機能、セッション制御機能、品質制御機能のアンバンドルを要望（テレサ協）

✔品質制御機能をｱﾝﾊﾝ゙ﾄ゙ﾙして、接続事業者がＮＧＮをｱｸｾｽ回線とした自社ﾌ゙ﾗﾝﾄ゙の０ＡＢ～ＪＩＰ電話が提供可能となるようにすべき（ﾌｭー ｼ゙ｮﾝ･ｺﾐｭﾆｹー ｼｮﾝｽ゙）

✔ＮＧＮには、通信伝送機能から独立した通信プラットフォーム機能は存在しない（ＮＴＴ東西、ＮＴＴ持株）

✔電気通信事業を営んでいるものの、電気通信事業者に該当しないプラットフォーム事業者等は、紛争処理機能の対象とすべき（ＭＣＦ等）

✔紛争処理の対象範囲を広げるに当たり、どこまで拡大するかの基準の明確化や法の適用範囲の整理等が必要（ＮＴＴドコモ）

✔電気通信事業者に該当しない事業者に関する紛争事案は、現行の一般的な紛争処理手段を用いて解決することを原則とすべき（KDDI）

４．固定通信と移動通
信の融合時代等に
おける接続ルールの
在り方

✔接続料で利益を稼ぐことを目的に不当に高額な接続料を請求することは、接続の拒否事由に該当する（NTT持株、NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）

✔事業者間の接続料水準に差異が生じていることをもって、直ちに接続の拒否事由とするのは認められない（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

✔接続拒否は利用者の利便性を損なう。暫定的に接続料を支払わずに接続可能とすること等も検討してもらいたい（NTT西、NTTドコモ等）

✔ビル＆キープ方式は、通信量の均衡・不均衡だけでなく、コスト構造がほぼ類似している場合に公平性が保たれる制度（ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ）

✔通信量の均衡をビル＆キープ方式の導入基準とすること自体、新規参入事業者や小規模事業者には、一般的に不利で適切でない（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ）

✔ﾋ゙ﾙ＆ｷ ﾌー゚方式には、接続料精算コスト不要、相手方の接続料水準に関係なくﾕｰｻﾞ料金を設定可能、コスト削減ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ向上等のメリット（NTT東西等）

✔ＦＭＣサービスの普及に伴い、固定通信・移動通信の市場に加えて、ＦＭＣサービスの市場を画定することが必要（テレサ協）

✔市場の緊密化・融合化に伴い、ＮＴＴグループ会社の競争力が相乗的に高まり公正競争を阻害するおそれ。規制の在り方を検討すべき（ｿﾌﾄﾊ゙ﾝｸ）

✔ﾕｰｻﾞ利便向上への要請に機動的かつ柔軟に対応できない。時代にそぐわない枠組みとなっている現行のﾄ゙ﾐﾅﾝﾄ規制を含めて見直すべき（NTT東西等）



10今後のスケジュール案について

■０９年１月９日から、１ヵ月間、検討項目案の提案募集を実施。

■その結果等を踏まえ、２月２４日に情報通信審議会（電気通信事業政策部会）に諮問。

■その後、事業者ヒアリング等を経て、７月末に答申案の意見募集を行い、９月末に答申。答申を踏まえ、必要に応じ所要の制度整備を実施。

2009年 2010年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

▲
諮問

▲
答申

▲
答申案

ＮＯＩ（提案募集） 情報通信審議会・電気通信事業政策部会 所要の制度整備

意見募集

▲
自
由
討
議
（概
要
説
明
）

▲
ヒ
ア
リ
ン
グ
①

▲
ヒ
ア
リ
ン
グ
②

▲
自
由
討
議
②
（モ
バ
イ
ル
）

▲
自
由
討
議
③
（
固
定
ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド
）

▲
自
由
討
議
④
（通
信
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
等
）

▲
論
点
整
理
①

▲
論
点
整
理
②

▲
骨
子
案

▲
報
告
書
案
①

▲
報
告
書
案
②

▲
答
申
案

▲
提
案
募
集
開
始

▲
提
案
募
集
終
了

接続政策委員会

▲ ▲
249 9



11電気通信事業政策部会・接続政策委員会合同ヒアリング（案）

１ 日時等

【第１回】平成２１年３月６日（金） １３：００～１５：３０（２時間３０分）

意見陳述：９０分、質疑応答：６０分（質疑応答は、委員に加えて、意見陳述者も参加）

【第２回】平成２１年３月１６日（月） １５：３０～１８：００（２時間３０分）

意見陳述：７０分、質疑応答：８０分（質疑応答は、委員に加えて、意見陳述者も参加）

２ ヒアリング事業者・団体

事業者・団体名 時間

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ ２０分

ＫＤＤＩ株式会社 ２０分

イー・モバイル株式会社 ２０分

日本通信株式会社 １５分

モバイル・コンテンツ・フォーラム １５分

事業者・団体名 時間

東日本電信電話株式会社

西日本電信電話株式会社

２０分

ソフトバンク株式会社 ２０分

社団法人テレコムサービス協会 １５分

関西ブロードバンド株式会社 １５分

第１回 第２回
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